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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　銅線の線径が０．０５～０．５ｍｍの素線を複数本撚り合わせてなる撚り線と、前記複
数の素線を被覆する押出被覆層とを有する巻線であって、
　前記撚り線に含まれる素線のうち最外列に配置された素線が前記銅線の外周に磁性体層
を有し、
　前記押出被覆層の厚みが４０～４００μｍである、巻線。
【請求項２】
　前記磁性体層の外周に焼付被覆層を有する請求項１に記載の巻線。
【請求項３】
　前記押出被覆層が、前記撚り線の外面に有する巻線押出被覆層を含む請求項１又は２に
記載の巻線。
【請求項４】
　前記押出被覆層が、３層以上の層からなる請求項１～３のいずれか１項に記載の巻線。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の巻線を用いたコイル。
【請求項６】
　請求項５に記載のコイルを有するトランス。
【請求項７】
　１００ｋ～１ＭＨｚの高周波スイッチング電源用である請求項６に記載のトランス。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、巻線、コイル及びトランスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気・電子機器では、通常、スイッチング素子とトランス（変圧器ともいう）と備えた
スイッチング電源が一般的に用いられる。日本においては、商用電源は、５０Ｈｚ／６０
Ｈｚである。このような低周波電源の周波数を変更することなく、電圧を変圧、又は電流
を変流等する場合、所要の出力を得るためには、電源を大型にする必要がある。そこで、
トランスでの変圧前に、スイッチング素子を用いて、商用電源の周波数を数十ｋＨｚ以上
に高周波化して、１秒当たりの電力送信量を増やすことで、実用的なサイズにまで小型化
したスイッチング電源が汎用される。
　スイッチング電源に搭載されるトランスは、高周波数の交流電圧を変圧する際には、コ
イルの損失が大きくなる。そのため、この損失を抑えることができるトランスが検討され
ている。例えば、複数の素線を撚り合わせた撚り線を巻回したコイルを備えたものが挙げ
られる。このようなコイルとして、例えば、特許文献１に記載のリッツ線コイルが挙げら
れる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－２８３３９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、近年、スイッチング電源にも小型化の要請があり、これに応えるために更な
る高周波化が進展しつつある。したがって、高周波トランスに用いられる巻線には、コイ
ルとしたときの、高周波電流の通電時の交流抵抗が小さく、コイルないしはトランスの損
失を更に低減できる性能が求められる。
　上述のコイルにおいて、損失を低減するには、素線径を細くし、素線数を増やすことが
効果的である。素線径を細くすると、通電時の表皮効果を抑えられ、また撚り合わせる素
線数を多くすることもできる。しかし、素線の細径化には限界がある。また、交流抵抗に
対して表皮効果よりも近接効果が支配的になる線径においては、細径化しても、交流抵抗
を十分に低減することはできない。
【０００５】
　本発明は、高周波電流の通電時の交流抵抗が小さく、コイルないしはトランスの損失を
効果的に抑えることができる巻線、これを用いたコイル及びトランスを提供することを、
課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、特性の線径を有する銅線の外周に特定の厚みの磁性体層を備えた素線を
用いて形成した撚り線を、厚み４０～４００μｍの樹脂層で被覆した撚り線が高周波電流
を通電したときの交流抵抗が十分に小さいこと、更にはこの被覆撚り線をコイルの巻線と
して用いた場合にコイルないしはトランスの損失を効果的に抑制できることを見出した。
本発明者らはこの知見に基づき更に研究を重ね、本発明をなすに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明の課題は以下の手段によって達成された。
＜１＞銅線の線径が０．０５～０．５ｍｍの素線を複数本撚り合わせてなる撚り線と、前
記複数の素線を被覆する押出被覆層とを有する巻線であって、
　前記撚り線に含まれる素線のうち最外列に配置された素線が前記銅線の外周に磁性体層
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を有し、
　前記押出被覆層の厚みが４０～４００μｍである、巻線。
＜２＞前記磁性体層の外周に焼付被覆層を有する＜１＞に記載の巻線。
＜３＞前記押出被覆層が、前記撚り線の外面に有する巻線押出被覆層を含む＜１＞又は＜
２＞に記載の巻線。
＜４＞前記押出被覆層が、３層以上の層からなる＜１＞～＜３＞のいずれか１項に記載の
巻線。
＜５＞上記＜１＞～＜４＞のいずれか１項に記載の巻線を用いたコイル。
＜６＞上記＜５＞に記載のコイルを有するトランス。
＜７＞１００ｋ～１ＭＨｚの高周波スイッチング電源用である＜６＞に記載のトランス。
 
【０００８】
　本明細書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」前後に記載される数値を
下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明は、高周波電流の通電時の交流抵抗が小さく、コイルないしはトランスに用いた
際にこれらの損失を効果的に抑えることができる巻線、これを用いたコイル及びトランス
を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の巻線の好ましい一例を示す概略端面図である。
【図２】図２は、本発明の巻線の好ましい一例を示す概略端面図である。
【図３】図３は、本発明の巻線の好ましい一例を示す概略端面図である。
【図４】図４は、本発明の巻線の好ましい一例を示す概略端面図である。
【図５】図５は、本発明の巻線の好ましい一例を示す概略端面図である。
【図６】図６は、本発明の巻線の好ましい一例を示す概略端面図である。
【図７】図７は、従来の巻線の一例を示す概略端面図である。
【図８】図８は、実施例において各巻線の交流抵抗値を測定した結果を示すグラフである
。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
＜＜巻線＞＞
　本発明の巻線は、コイル又はトランスの巻線として好ましく用いられ、銅線の線径が０
．０５～０．５ｍｍの素線を複数本撚り合わせてなる撚り線と、上記複数の素線を被覆す
る押出被覆層とを有する。
　本発明の巻線において、素線の少なくとも１本が銅線の外周に磁性体層を有する磁性素
線である。また、押出被覆層の厚みが４０～４００μｍである。
　上記構成を有する本発明の巻線は、高周波電流の通電時の交流抵抗を効果的に抑えるこ
とができる。
【００１２】
　本発明において、押出被覆層は、複数の素線を被覆することができれば、素線の被覆態
様等は特に限定されない。この押出被覆層は、後述する厚みを有するため押出成形で形成
されることが好ましい。しかし、本発明において、この被覆層は、後述する焼付被覆層と
区別するために、押出被覆層と便宜上称しているが、通常、銅線側（内側）に設けられる
焼付被覆層と区別できればよく、外側被覆層又は外側樹脂層ということもできる。同様に
、焼付被覆層は内側被覆層又は内側樹脂層ということもできる。したがって、本発明にお
いて、押出被覆層及び焼付被覆層は、それぞれ、その名称に拘泥されることなく、押出成
形又は焼付で形成された層には限定されず、本発明の要旨ないし技術的範囲の判断に際し
、「押出」及び「焼付」との用語が、本発明を限定的に解釈する発明特定事項として考慮
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されるものではない。
　押出被覆層が複数の素線を被覆する態様としては、押出被覆層が撚り線の外面に設けら
れて、複数の素線を（一体的に）被覆する態様（この態様の押出被覆層を巻線押出被覆層
という）と、押出被覆層が各素線の最外層として設けられて、複数の素線を（別々に）被
覆する態様（この態様の押出被覆層を素線押出被覆層という）と、これらを併用する態様
を含む。いずれの態様においても、上記構成を有する巻線に上記厚みの押出被覆層を設け
ることにより、後述するように、近接効果による交流抵抗を効果的に低減できる。
　本発明においては、押出被覆層は巻線押出被覆層を含むことが好ましい。
【００１３】
　本発明において、押出被覆層の厚みは、上述の巻線押出被覆層と、撚り線の最外列に配
置された素線の素線押出被覆層との合計厚みとする。
　素線押出被覆層及び巻線押出被覆層の厚みは、通常、各押出被覆層の内径と外径との差
分をいう。詳しくは、巻線押出被覆層の厚みは、巻線の軸線に垂直な断面において、撚り
線の最外列に配置された複数の素線に外接する仮想外接円の半径ｒＬと、巻線押出被覆層
の外側輪郭線の半径ｒＴとの差分（ｒＴ－ｒＬ）をいう。巻線押出被覆層の外側輪郭線が
円形でない場合、巻線押出被覆層の半径ｒＴは、上記断面において、巻線押出被覆層の外
側輪郭線に外接する仮想外接円の半径とする。
　ここで、上述の、撚り線の最外列に配置された素線とは、撚り線の半径方向に互いに隣
接して配置された素線のうち最外列に位置する素線をいう。
【００１４】
　本発明において、押出被覆層（素線押出被覆層又は巻線押出被覆層）等の各層は、いず
れも、単層であっても、２層以上の複数層であってもよい。
　本発明において、各層の層数は、層を形成する樹脂及び添加剤の種類及び含有量の異同
にかかわらず、層を断面観察することによって、決定される。具体的には、ある層の断面
を倍率２００倍で観察したときに、年輪状の境界を確認できない場合、ある層の総数は１
とし、年輪状の境界を確認できる場合、ある層の層数は（境界数＋１）とする。
【００１５】
　以下に、図面を参照して、本発明の巻線の構造、並びに、本発明の巻線を形成する撚り
線、素線及び押出被覆層について説明するが、本発明はこれに限定されない。
　なお、各図において、巻線押出被覆層の輪郭形状を輪環状に図示したが、本発明の巻線
においては、巻線押出被覆層の外側輪郭線の形状は輪環状に限らず、撚り線との間隙を充
填していてもよい。この場合、輪郭形状は、円形に限定されず、例えば、楕円形、平目ロ
ーレット状（歯車形状もしくは波形状）等であってもよい。
【００１６】
＜巻線の構造＞
　本発明の巻線は、撚り線と押出被覆層とを有していれば、その構造は特に限定されない
。まず、巻線の構造について説明し、撚り線等の詳細は後述する。
　図１～図５に示される巻線１Ａ～１Ｅは、いずれも、押出被覆層として巻線押出被覆層
のみを有する態様である。
　本発明の好ましい巻線１Ａは、図１に示されるように、磁性焼付被覆素線１１を７本撚
り合わせてなる撚り線２Ａと、撚り線２Ａの外周を被覆する押出被覆層３Ａとを有する。
　本発明の好ましい巻線１Ｂは、図２に示されるように、磁性焼付被覆素線１１を１９本
撚り合わせてなる撚り線２Ｂと、撚り線２Ｂの外周を被覆する押出被覆層３Ｂとを有する
。
【００１７】
　本発明の好ましい巻線１Ｃは、図３に示されるように、１２本の磁性焼付被覆素線１１
と７本の焼付被覆素線１２とを撚り合わせてなる撚り線２Ｃと、撚り線２Ｃの外周を被覆
する押出被覆層３Ｃとを有する。
　撚り線２Ｃにおいて、磁性焼付被覆素線１１は、焼付被覆素線１２の外周に配列されて
いる。このように撚り線を磁性焼付被覆素線１１と焼付被覆素線１２とで形成すると、交
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流抵抗の低減とコストとのバランスを取ることができ、用途又は要求性能に応じた巻線と
することができる。また、磁性焼付被覆素線１１が外周に配置されていると、隣接する他
の巻線による磁束が巻線内部に侵入することを防止でき、磁性焼付被覆素線１１を同数（
巻線１Ｃの場合、１９本）有する巻線に比べて、近接効果による交流抵抗の増大を抑える
ことができる。
【００１８】
　本発明の好ましい巻線１Ｄは、図４に示されるように、押出被覆層３Ｄの厚みが異なる
こと以外は、巻線１Ａと同様である。押出被覆層の厚みを所定範囲で厚くすると、十分な
巻線間距離を確保でき、近接効果による交流抵抗を効果的に低減できる。
　本発明の好ましい巻線１Ｅは、図５に示されるように、押出被覆層３Ｅが、内側（撚り
線２Ｅ）から順に巻線押出被覆層３Ｅ１、３Ｅ２及び３Ｅ３からなる３層構造を有してい
ること以外は、巻線１Ｄと同様である。巻線１Ｅにおいて、３層構造を形成する各層は、
いずれも、同一の厚みに設定されているが、本発明においては、各層の厚みの関係は特に
限定されない。
【００１９】
　巻線１Ｆは、図６に示されるように、押出被覆層３Ｆが、巻線押出被覆層３Ｆ１及び３
Ｆ２と、素線焼付被覆層３Ｆ３とを両方有する態様である。この巻線１Ｆは、磁性素線の
最外層として素線押出被覆層３Ｆ３を有する磁性押出被覆素線１３を７本撚り合わせてな
る撚り線２Ｆと、撚り線２Ｆの外周を被覆する巻線押出被覆層とを有する。この巻線押出
被覆層は、内側（撚り線２Ｆ）から順に巻線押出被覆層３Ｆ１及び３Ｆ２からなる２層構
造を有している。
【００２０】
　本発明においては、上記巻線１Ａ～１Ｆに用いられる素線は、各図に示した巻線に限定
されず、各巻線において、図示しない他の素線に変更することもできる。
　また、本発明の巻線の構造として、上記巻線１Ａ～１Ｆの各構造を適宜に組み合わせた
構造とすることもできる。
【００２１】
＜撚り線＞
　本発明に用いる撚り線は、銅線の外周に磁性体層を有する素線を少なくとも１本含む複
数の素線を撚り合わせてなるものであれば、特に限定されない。
　素線を撚り合わせる際の、素線数としては、例えば、２本以上とすることができ、素線
の整列性を考えると１本の周囲に６本を配置した７本以上が好ましく、交流抵抗と実用的
な加工性を考えると１００本以下が好ましい。特に整列性を考えると、より好ましくは７
～３７本である。
【００２２】
　撚り線に含まれる、銅線の外周に磁性体層を有する素線は、撚り線を形成する素線の配
置において、最外列に配置されることが外部からの鎖交磁束の侵入を効果的に防げる点で
好ましく、又は、銅線の外周に磁性体層を有する素線と他の素線とが交互に配置されるこ
とが素線間の近接効果を効果的に防げる点で、好ましい。ここでは、最外列に配列された
素線とは、上記押出被覆層の厚みにおける、撚り線の半径方向に互いに隣接して配置され
た素線には限られず、撚り線の最外側に配列された素線をいう。例えば、図２における磁
性焼付被覆素線１１Ａは、上記押出被覆層の厚みにおいて最外列に配置された素線ではな
いが、上記素線の配置においては最外列に配置された素線となる。
　撚り線に含まれる、銅線の外周に磁性体層を有する素線の本数は、１本以上であれば特
に限定されない。磁性体層を有する素線を最外列に配置する場合、３７本撚り（最外列に
配置される素線１８本）を考慮すると、素線数に対して、好ましくは４０％以上である。
また、７本撚り（最外列に配置される素線６本）を考慮すると、好ましくは８５％以上で
ある。一方、その上限は、前記素線数に対して、１００％以下が好ましい。
　銅線の外周に磁性体層を有する素線としては、後述する、磁性素線、磁性焼付被覆素線
及びこれらの外周に素線押出被覆層を有する素線を含む。



(6) JP 6490620 B2 2019.3.27

10

20

30

40

50

【００２３】
　素線を撚り合わせる際の、素線の配置、撚り方向、撚りピッチ等は、用途等に応じて、
適宜に設定できる。
　このような撚り線としては、例えば、図１～図６に示した撚り線２Ａ～２Ｆ等が挙げら
れる。
【００２４】
　－　素線　－
　撚り線を形成する素線としては、銅線、磁性素線、焼付被覆素線又は磁性焼付被覆素線
等が挙げられる。また、これらの素線それぞれの外周に素線押出被覆層を有する素線等も
挙げられる。
【００２５】
　１．銅線（裸線）
　銅線としては、従来、コイル用等の巻線で用いられているものを使用することができる
。好ましくは、銅線、又は、酸素含有量が３０ｐｐｍ以下（好ましくは２０ｐｐｍ以下）
の低酸素銅若しくは素銅からなる銅線が挙げられる。
　銅線の断面形状は、円形でも矩形（平角形状）でもよいが、撚り性の点で、円形が好ま
しい。
　銅線の外径φ（線径）は０．０５～０．５ｍｍである。この線径では、一般的に、表皮
効果よりも近接効果が支配的になる。しかし、本発明においては、高周波電流の通電時の
交流抵抗を十分に抑えることができるので、上記線径の銅線を用いることができる。線径
は、上記範囲内であれば特に限定されないが、例えば、０．１～０．４ｍｍがより好まし
い。
【００２６】
　２．磁性素線
　磁性素線は、上述の銅線の外周に磁性体層を有する。
　この磁性体層は、磁性体材料からなる層であり、銅線の外周表面に設けられる。磁性体
層を有する素線を用いることにより、コイルないしはトランスの損失を更に抑えることが
できる。
　磁性体材料としては、強磁性を有する物質であればよく、例えば、ニッケル、Ｎｉ合金
（例えば、Ｎｉ－Ｆｅ合金）、鉄、鉄合金（電磁軟鉄、ケイ素鋼等）、パーマロイ合金、
フェライト化合物（Ｍｎ－Ｚｎフェライト等）が挙げられる。磁性体材料としては、電気
めっきに適したものが好ましく、例えば、ニッケル、Ｎｉ合金、鉄又は鉄合金がより好ま
しい。
　磁性体層の厚みは、特に限定されないが、交流抵抗の点で、例えば、銅線の外径の１～
１０％が好ましい。
　磁性体層は、例えば、電気めっきで形成することができる。めっき液及びめっき条件は
特に限定されない。
　銅線の線径と押出被覆層の厚みとを特定の範囲に設定した本発明の巻線において、撚り
線が磁性素線を含んでいると、後述するように、コイルとしたときに近傍に存在する他の
銅線又は巻線への磁束の侵入を抑制できるため、渦電流の発生を抑制できる。その結果、
本発明の巻線は、直流抵抗増大と、表皮効果及び近接効果による交流抵抗増大とをバラン
スよく抑制でき、交流抵抗の低減が可能になると、考えられる。
【００２７】
　３．焼付被覆素線
　焼付被覆素線は、上述の銅線の外周に焼付被覆層を有する。
　この焼付被覆層は、樹脂成分として、好ましくは熱硬化性樹脂を含む層（エナメル層と
もいう。）であり、銅線の外周表面に設けられる。
【００２８】
　熱硬化性樹脂としては、電線又は巻線で通常用いられる熱硬化性樹脂であれば、特に制
限されることなく、用いることができる。例えば、ポリアミドイミド（ＰＡＩ）、ポリイ
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ミド（ＰＩ）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリエステルイミド（ＰＥｓＩ）、ポリ
ウレタン（ＰＵ）、ポリエステル（ＰＥｓｔ）、ポリベンゾイミダゾール、メラミン樹脂
又はエポキシ樹脂等が挙げられる。なかでも、ポリアミドイミド、ポリイミド、ポリエー
テルイミド、ポリエステルイミド、ポリウレタン又はポリエステルが好ましい。熱硬化性
樹脂は、１種又は２種以上含有していてもよい。
【００２９】
　焼付被覆層は、電線又は巻線で通常用いられる各種の添加剤を含有していてもよい。こ
の場合、添加剤の含有量としては、特に限定されないが、樹脂成分１００質量部に対して
、５質量以下が好ましく、３質量部以下がより好ましい。
【００３０】
　焼付被覆層の厚みは、特に限定されないが、素線間の絶縁性確保と導体（銅線）占積率
の両立の点で、例えば、１０～１５μｍが好ましい。
【００３１】
　焼付被覆層は、公知の方法により、形成できる。例えば、銅線等の外周に、熱硬化性樹
脂等の樹脂成分のワニスを塗布して焼付けする方法が好ましい。このワニスは樹脂成分と
、溶媒と、必要により、樹脂成分の硬化剤又は各種の添加剤とを含有する。溶媒は、有機
溶媒が好ましく、樹脂成分を溶解又は分散できるものが適宜に選択される。
　ワニスの塗布方法は、通常の方法を選択することができ、例えば、銅線の断面形状と相
似形若しくは略相似形の開口を有するワニス塗布用ダイスを用いる方法等が挙げられる。
ワニスの焼付けは、通常、焼付炉で行われる。このときの条件は、樹脂成分又は溶媒の種
類等に応じて一義的に決定できないが、例えば、炉内温度４００～６５０℃にて通過時間
を１０～９０秒の条件が挙げられる。
【００３２】
　４．磁性焼付被覆素線
　磁性焼付被覆素線は、焼付被覆層を有する磁性素線であり、上述の銅線の外周に磁性体
層を有し、更にこの磁性体層の外周に焼付被覆層を有する。
　磁性焼付被覆素線における銅線、磁性体層及び焼付被覆層はそれぞれ上記の通りである
。
【００３３】
　５．外周に素線押出被覆層を有する素線
　この素線は、上述の、銅線、磁性素線、焼付被覆素線又は磁性焼付被覆素線等の素線に
最外層として素線押出被覆層を有する。
　この素線における、銅線、磁性体層及び焼付被覆層はそれぞれ上記の通りである。
　素線押出被覆層は、樹脂成分として、好ましくは後述する熱可塑性樹脂を含有する層で
あればよい。素線の最外層として素線押出被覆層を設けることにより、下記押出被覆層と
同様に、近接効果による交流抵抗を抑えることができる。
　素線が有する素線押出被覆層の厚みは、後述する押出被覆層の厚みを満たす限り、特に
限定されないが、巻線押出被覆層を更に有する場合、例えば１５～３０μｍが好ましい。
　素線押出被覆層は、銅線等の外周に、後述する樹脂組成物を押出成形（押出被覆）する
ことにより、形成する方法が好ましい。
【００３４】
＜押出被覆層＞
　押出被覆層は、複数の素線を被覆することができれば、その構造及び形成位置等は特に
限定されない。形成位置については、上記被覆態様において説明した通りである。
【００３５】
　押出被覆層の厚みは、４０～４００μｍである。銅線の線径を設定し、磁性素線を用い
た本発明の巻線において、押出被覆層の厚みが上記範囲内にあると、実施例で示されるよ
うに、直流抵抗と、表皮効果及び近接効果による抵抗とのバランスが取れ、結果として交
流抵抗を効果的に抑えることができる。しかし、巻線において、押出被覆層の厚みが４０
μｍ未満であると、表皮効果による抵抗増加を抑えたままで占積率を大きくできるので直
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流抵抗を抑えることができるが、コイルとして巻回したときの巻線間の距離を十分に確保
できないため近接効果による交流抵抗を十分に抑えることができなくなる。一方、４００
μｍを超えると、表皮効果及び近接効果による抵抗増加を抑えることができるが、同じ大
きさのボビン等の芯に巻回するためには撚り線の仕上がり外径を同じにしなければならな
いため、銅線の線径を小さくせざるを得ない。そのため、直流抵抗の増加による影響が大
きくなり、交流抵抗が大きくなる。
　また、上記本発明の巻線は、押出被覆層の厚みが４０～４００μｍであるので、上記効
果に加えて、巻線の曲げ加工性が良く、サイズの小さな芯に巻くことでき、スイッチング
電源又はコイルの小型化ないしは軽量化の要請に十分に応えることができる。更には、コ
イルとしたときの巻線間の沿面距離を十分に確保できるので、トランス中の一次コイルと
二次コイル間の絶縁テープ、コイルと芯間の絶縁テープを省略することができ、トランス
の更なる小型化に効果的である。
【００３６】
　押出被覆層の厚みは、交流抵抗の低減、更には小型化ないしは軽量化の点で、４０～２
００μｍが好ましく、６０～１００μｍがより好ましい。
【００３７】
　押出被覆層は、上述のように２層以上の積層構造とすることができるが、なかでも巻線
押出被覆層は、好ましくは３層以上、より好ましくは３～５層の積層構造とすることがで
きる。３層以上の積層構造とすると、巻線の十分な沿面距離を確保できるので、本発明の
トランスにおいて、通常絶縁性を確保するために用いられる絶縁テープを省略することが
できる。
　押出被覆層が積層構造を有する場合、各層の厚みは、各層の合計厚みが上記範囲内とな
れば特に限定されない。例えば、内側層、中間層及び外側層を有する場合、各層の厚みは
１３～１３０μｍが好ましい。
【００３８】
　押出被覆層は、樹脂成分として、好ましくは熱可塑性樹脂を含有する。熱可塑性樹脂と
しては、電線又は巻線で通常用いられる熱可塑性樹脂であれば、特に限定されることなく
、用いることができる。例えば、ポリアミド（ナイロン）、ポリアセタール（ＰＯＭ）、
ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ、変性ポリフェニレンエー
テルを含む）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリエチレンテレフタレート（
ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、超高分子量ポリエチレン等の汎用エン
ジニアリングプラスチックの他、ポリスルホン（ＰＳＦ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥ
Ｓ）、ポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポリアリレート（ＰＡＲ）、ポリエーテル
ケトン（ＰＥＫ）、ポリアリールエーテルケトン（ＰＡＥＫ）、テトラフルオロエチレン
・エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ、変性ＰＥＥ
Ｋを含む）、ポリエーテルケトンケトン（ＰＥＫＫ）、テトラフルオロエチレン・パーフ
ルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴ
ＦＥ）、熱可塑性ポリイミド樹脂（ＴＰＩ）、熱可塑性ポリアミドイミド（ＴＰＡＩ）、
液晶ポリエステル等のスーパーエンジニアリングプラスチック、更に、ポリエチレンテレ
フタレート又はポリエチレンナフタレートをベース樹脂とするポリマーアロイ、ＡＢＳ／
ポリカーボネート、ナイロン６，６、芳香族ポリアミド樹脂、ポリフェニレンエーテル／
ナイロン６，６、ポリフェニレンエーテル／ポリスチレン、ポリブチレンテレフタレート
／ポリカーボネート等の上記エンジニアリングプラスチックを含むポリマーアロイが挙げ
られる。
　熱可塑性樹脂は、１種又は２種以上含有していてもよい。
【００３９】
　押出被覆層が積層構造を有する場合、各層に最大含有量で含まれる樹脂成分は、互いに
、同じでも異なるものでもよい。
【００４０】
　押出被覆層は、電線又は巻線で通常用いられる各種の添加剤を含有していてもよい。こ
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の場合、添加剤の含有量としては、特に限定されないが、樹脂成分１００質量部に対して
、５質量以下が好ましく、３質量部以下がより好ましい。
【００４１】
　押出被覆層は、上記の厚みを有するため、撚り線の外周に、樹脂組成物を押出成形（押
出被覆）することにより、形成できる。樹脂組成物は、上述の樹脂成分と、必要により各
種の添加剤とを含有する。押出方法は、樹脂成分の種類等に応じて一義的に決定できない
が、例えば、銅線等の断面形状と相似形若しくは略相似形の開口を有する押出ダイスを用
いて、樹脂成分の溶融温度以上の温度で押出す方法が挙げられる。
　押出被覆層は、押出成形で形成することが好ましいが、これに限定されず、上述の熱可
塑性樹脂と溶媒等と必要により各種の添加剤とを含有するワニスを用いて、上記焼付被覆
層と同様にして、形成することもできる。
　生産性の点で、押出成形により押出被覆層を形成することが好ましい。
【００４２】
　上述のように、本発明の巻線は、銅線の線径が０．０５～０．５ｍｍの小径の素線を複
数撚り合わせた撚り線を有する。また、撚り線が磁性素線を少なくとも１本含む。更に、
本発明の巻線は特定厚みの押出被覆層を有する。これらにより、後述するように、直流抵
抗及び表皮効果による損失を低減できる。また、他の素線の銅線への鎖交磁束の侵入を防
ぐことができ、近接効果による損失も低減できる。しかも、上記損失の低減を維持したま
ま、隣接する巻線間の距離を十分に確保できる。そのため、上記線径の限定及び磁性素線
を含むことと相まって、他の素線の銅線への鎖交磁束の侵入を更に抑えることができ、近
接効果による損失をより一層低減することができる。
【００４３】
＜＜コイル及びトランス＞＞
　＜コイル＞
　本発明のコイルは、上述の、本発明の巻線を用いたものである。具体的には、強磁性若
しくはフェリ磁性の素材からなる鉄芯、又は、空気を芯として、その周りに本発明の巻線
を巻回したものである。
　本発明において、鉄芯等の芯について、サイズは、用途等に応じて適宜に選択される。
また、巻線の巻き方、巻数（２巻以上）、ピッチ等についても、用途等に応じて適宜に選
択される。特に、本発明の巻線は、上述のように、周波数の増加による交流抵抗の上昇を
効果的に抑えることができるため、所定のトランス機能を奏するために用いる素線数を削
減できる。又は、トランスの作動周波数を上げることができるため、その分だけ、芯のサ
イズを小さくでき、若しくは、巻き数を減らすことができる。
【００４４】
　＜トランス＞
　本発明のトランスは、本発明のコイルを有していれば、その構造又はサイズ等は特に限
定されない。例えば、入力側のコイル（一次コイル）と出力側のコイル（二次コイル）を
含む複数のコイルを備えている。トランスは、一次コイルと二次コイルの巻き数比に応じ
て、交流の電圧を変換することができる。
　本発明のトランスは、２つ以上、好ましくは２つのコイルを備え、そのうちの少なくと
も１つのコイルとして本発明のコイルを備えている。更に好ましくは、２つとも本発明の
コイルである。
　本発明のトランスは、互いに別の芯の周りに巻線を巻回した一次コイル及び二次コイル
を有するものでもよく、同一の芯の周りに直接又は絶縁テープ等を介して一次コイルの巻
線及び二次コイルの巻線をそれぞれ巻回したものでもよい。
【００４５】
　＜用途＞
　本発明のコイル及びトランスは、それぞれ、電源用、特にスイッチング電源用として好
ましく用いられる。電源とは、ある特定の電圧・電流を供給する装置をいう。
　本発明のコイル及びトランスは、スイッチング電源用として好ましく用いられ、特に、
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交流の商用電源を変圧して整流し、電気・電子機器に適した電圧の直流に変換する、交流
（ＡＣ）／直流（ＤＣ）コンバータ用として、好ましく用いられる。
　従来の電源においては、周波数を上げるほどサイズを小さくできるが、巻線の交流抵抗
値やスイッチング素子の損失などが上昇し、発熱量が大きくなる。その結果、各部品の温
度が上昇し、耐熱温度に最も到達しやすい部材によって、使用可能な周波数が制限される
。
　しかし、本発明の巻線は、上述のように、コイルとした際に高周波電流の通電時の交流
抵抗を効果的に抑えることができる。そのため、本発明の巻線を用いたコイルないしはト
ランスは損失が効果的に抑えられる。また、コイルの抵抗による発熱が抑制されコイルの
温度上昇が低くなり、コイル等の更なる小型化に資する。更には、トランス（スイッチン
グ電源）に適用可能な周波数もより高周波化できる。本発明のトランスに適用可能な周波
数としては、特に限定されないが、例えば、１００ｋ～１ＭＨｚが挙げられる。
【００４６】
　交流抵抗は、通常、撚り線中の素線数を多くすると小さくなるが、巻線の外径が大きく
なる。しかし、本発明の巻線は、上述のように交流抵抗を低減できるため、所定のトラン
ス機能を奏するために用いる撚り線中の素線数を少なくできる。そのため、巻線の外径増
大を抑えることができ、芯等に巻き付ける際の曲げ加工性にも優れる。また、絶縁性を確
保するために、例えばコイルと芯間に用いられる絶縁テープ等の使用を省略ないしは回避
でき、上述の小型化にも貢献する。更には、コスト上昇を抑えることができる。
【００４７】
　また、本発明のトランスは、本発明のコイルを有している。そのため、上述の効果に加
えて、更に高い電送効率を示し、また、上昇温度が抑えられるため冷却ファンや放熱板な
どの熱対策部品を削減できるという効果を奏する。
【実施例】
【００４８】
　以下、本発明を実施例に基づき更に詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されない
。
【００４９】
＜実施例１＞
　本例では、図５に示される巻線１Ｅ（ただし、押出被覆層は２層構造）を、以下のよう
にして、製造した。
　（巻線の製造）
　－　磁性焼付被覆素線の作製　－
　まず、磁性焼付被覆素線１１を７本作製した。すなわち、素線径φ０．１２ｍｍの銅線
（断面円形）１１ａの表面に鉄を電気めっきして、厚み２．０μｍの磁性体層１１ｂを形
成した。次いで、磁性体層１１ｂの表面に、ポリウレタン樹脂ワニス（商品名：ＴＰＵ　
Ｆ２－ＮＣ、東特塗料社製）を塗布、焼付けし、これを数回繰り返すことで、厚み１０μ
ｍの焼付被覆層１１ｃを形成した。
　－　撚り線の作製　－
　このようにして作製した１本の磁性焼付被覆素線１１を中心として、その周囲に６本の
磁性焼付被覆素線１１を配置した状態で、これら素線１１を撚りピッチ８ｍｍで撚り合わ
せて、撚り線２Ｅを作製した。
　－　押出被覆層の形成　－
　次いで、この撚り線２Ｅの外周にＰＥＴ樹脂を厚み３３μｍとなるように押出成形した
。この押出成形を２回繰り返して、撚り線２Ｅと、厚み６６μｍの巻線押出被覆層３Ｅ１

及び３Ｅ２からなる２層構造の押出被覆層３Ｅとを有する巻線１Ｅ（外径０．５６４ｍｍ
）を製造した。
　（コイルの製造）
　こうして得られた巻線１Ｅを、外径が１５ｍｍのボビンに３６ターン巻きつけて、実施
例１のコイルを製造した。このコイルにおいて、巻回された巻線同士はいずれも接してい
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た。
【００５０】
＜実施例２＞
　実施例１の押出被覆層の形成において、上記押出成形を３回繰り返したこと以外は、実
施例１の巻線の製造と同様にして、撚り線２Ｅと、厚み９９μｍの押出被覆層３Ｅとを有
する巻線１Ｅ（外径０．６３０ｍｍ）を製造した。この押出被覆層３Ｅは巻線押出被覆層
３Ｅ１～３Ｅ３からなる３層構造を有している。
　また、得られた巻線を用いて、実施例１と同様にして、実施例２のコイルを製造した。
【００５１】
＜比較例１＞
　実施例１の巻線の製造において、上記押出成形をしなかったこと以外は、実施例１の巻
線の製造と同様にして、押出被覆層を備えない撚り線２Ｅ（押出被覆層の厚み０μｍ、外
径０．４３２ｍｍ）を作製した。
　また、得られた巻線を用いて、実施例１と同様にして、比較例１のコイルを製造した。
【００５２】
＜比較例２＞
　実施例１の押出被覆層の形成において、上記押出成形を１回行ったこと以外は、実施例
１の巻線の製造と同様にして、撚り線２Ｅと、厚み３３μｍの押出被覆層（単層構造）と
を有する巻線（外径０．４９８ｍｍ）を製造した。
　また、得られた巻線を用いて、実施例１と同様にして、比較例２のコイルを製造した。
【００５３】
＜比較例３＞
　本例では、７本の焼付被覆素線１２からなる撚り線２２と押出被覆層２３とを有する巻
線２１（図７）を、以下のようにして、製造した。
　実施例１の磁性焼付被覆素線の作製において、磁性体層１１ｂを設けず、厚み１０μｍ
の焼付被覆層２４を形成したこと以外は、実施例１の巻線の製造と同様にして、巻線（押
出被覆層２３の厚み６６μｍ、外径０．５５２ｍｍ）２１を製造した。
　また、得られた巻線２１を用いて、実施例１と同様にして、比較例３のコイルを製造し
た。
【００５４】
＜比較例４～６＞
　実施例１の磁性焼付被覆素線の作製において、磁性体層１１ｂを設けず、厚み１０μｍ
の焼付被覆層２４を形成したこと以外は、実施例２（押出被覆層の厚み９９μｍ）、比較
例１及び２の巻線の製造と同様にして、図７に示す巻線２１を、それぞれ、製造した。こ
うして得られた比較例４～６の巻線は、押出被覆層２３の厚みが、それぞれ、９９μｍ、
０μｍ及び３３μｍであり、外径が、それぞれ、０．６１８ｍｍ、０．４２０ｍｍ及び０
．４８６ｍｍであった。
　また、得られた巻線２１それぞれを用いて、実施例１と同様にして、比較例４～６のコ
イルを製造した。
【００５５】
＜コイルの性能評価＞
　製造した各コイルの交流抵抗値として、ＬＣＲメータ（商品名：Ｅ４９８０Ａ、Ａｇｉ
ｌｅｎｔ社製）を用いて、周波数１ＭＨｚの交流電流を通電したときの抵抗値を測定した
。その結果を、図８に示す。図８においては、磁性焼付被覆素線１１を有する巻線（比較
例１、実施例１、２及び比較例４）と、磁性焼付被覆素線１１を含まない巻線（比較例３
～６）とについて、それぞれ、近似曲線Ｒ及びＣＲを示した。
【００５６】
　図８に示されるように、磁性焼付被覆素線１１を含まない撚り線２２を用いた巻線２１
（比較例３～６）は、コイルとしたときに、押出被覆層２３の厚みが増大すると、交流抵
抗値が徐々に低下したが、その低下量は小さいものであった（近似曲線ＣＲ）。これに対
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及び２）は、コイルとしたときに、押出被覆層の厚みが増大すると交流抵抗値が大きく低
下することが分かった（近似曲線Ｒ）。
　具体的には、巻線２１及び巻線１において、押出被覆層の厚みが０μｍである比較例５
又は１の交流抵抗値に対する低下率は、９２％（比較例６）、８６％（比較例３）、８４
％（比較例４）及び６８％（比較例２）であった。これに対して、押出被覆層の厚みが６
６μｍの実施例１では５５％、押出被覆層の厚み９９μｍの実施例２では５３％まで低減
できた。
【００５７】
　一般に、交流抵抗を下げるためには、押出被覆層をなるべく薄くして銅線断面積を増や
す、つまり占積率を上げる対策が効果的とされる。しかし、数百ｋＨｚ～１ＭＨｚの周波
数では、直流抵抗よりも近接効果による交流抵抗増大の影響が大きい。そのため、銅線断
面積を増やして直流抵抗を低減するよりも、銅線間距離を大きくして近接効果による交流
抵抗の増大を低減する方が効果的であることが確認できた。
【００５８】
　また、上述のように、磁性焼付被覆素線１１を含む撚り線２Ｅを用いた巻線において、
特に、押出被覆層３Ｅの厚み４０μｍを境にして、交流抵抗値が底値となることが分かっ
た（実施例１、２及び比較例１、２、近似曲線Ｒ）。これは、上記構成を有する本発明の
巻線をコイルに用いた際に、巻線間距離を適切に確保できたことによるものと考えられる
。すなわち、磁性体層１１ｂは、透磁率が大きく磁束の流れが集中することで、近傍に存
在する銅線１１ａへの磁束侵入を防ぐことができる。その一方で、磁性体層１１ｂに流れ
込む磁束が熱エネルギーになって消費されるが、その一部は近傍の銅線１１ａに渦電流を
発生させて、交流抵抗値を上昇させることもある。しかし、銅線間の距離を適切に確保す
ると、上記磁束侵入と、渦電流の発生をバランスよく防止できると考えられる。この点は
巻線間同士においても同様であるが、コイルにおいては、交流抵抗の低減に対して、上述
した銅線間における磁束侵入と渦電流の発生を防止するよりも、巻線間における磁束侵入
と渦電流の発生を防止する方が高い効果を示す。したがって、特定線径の銅線及び磁性体
層を備えた磁性焼付被覆素線１１を含む撚り線２Ｅと、撚り線２Ｅの外周に特定の厚みを
有する押出被覆層３Ｅとを有する本発明の巻線１Ｅは、高周波電流の通電時の交流抵抗が
小さく、コイルないしはトランスに用いられた際にその損失を効果的に抑えることができ
ることが分かった。
【符号の説明】
【００５９】
１Ａ～１Ｆ、２１　巻線
２Ａ～２Ｆ、２２　撚り線
３Ａ～３Ｆ、２３　押出被覆層
　３Ｅ１～３Ｅ３、３Ｆ１、３Ｆ２　巻線押出被覆層
　３Ｆ３　素線押出被覆層
　１１、１１Ａ　磁性焼付被覆素線
　　１１ａ　銅線
　　１１ｂ　磁性体層
　　１１ｃ、２４　焼付被覆層
　１２　焼付被覆素線
　１３　磁性押出被覆素線
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